
◎入居者全員の所得から政令月収を算定し、それぞれの収入分位に応じて家賃が決定します。

政令月収に応じて収入分位が決まります。

給 与 所 得 者 特Ⅰ 0円

事 業 所 得 者 特Ⅱ 1円 ～ 40,000円

公的年金受給者 特Ⅲ 40,001円 ～ 60,000円

特Ⅳ 60,001円 ～ 80,000円

Ⅰ 80,001円 ～ 104,000円

Ⅱ 104,001円 ～ 123,000円

Ⅲ 123,001円 ～ 139,000円

0円 Ⅳ 139,001円 ～ 158,000円

（Ａ） － 120万円 Ⅴ 158,001円 ～ 186,000円

（Ａ）×0.75 － 37万5千円 Ⅵ 186,001円 ～ 214,000円

（Ａ）×0.85 － 78万5千円 Ⅶ 214,001円 ～ 259,000円

（Ａ）×0.95 － 155万5千円 Ⅷ 259,001円 ～

0円

（Ａ） － 70万円

（Ａ）×0.75 － 37万5千円

（Ａ）×0.85 － 78万5千円

（Ａ）×0.95 － 155万5千円

政令月収所得の種類 確認方法 控除の対象
控除額

（1人につき）
収入分位

源泉徴収票の「給与所得控除の金額」又は町県民税課税証
明書の「給与所得」の額 親族（入居しようとする親族及

び遠隔地扶養親族） 38万円
確定申告書又は町県民税課税証明書の「所得金額」

受給者の年齢により下表で計算した額 老人扶養親族（控除対象配偶
者及び扶養親族のうち70歳以
上の方）

10万円

770万円以上

公的年金受給者の年間総所得金額計算方法 特定扶養親族（扶養親族のうち
16歳以上23歳未満の方 25万円

65歳以上の方

公的年金等の収入金額（Ａ） 年間総所得金額の計算方法 特別障害者（重度障害者、身体
障害者手帳の1級、2級） 40万円

120万円以下

410万円～770万円未満

770万円以上

災害公営住宅の家賃について

65歳未満の方

公的年金の収入金額（Ａ） 年間総所得金額の計算方法

70万円以下

700,001円～130万円未満

130万円～410万円未満

1,200,001円～330万円未満 障害者（特別障害者以外の障
害者の方） 27万円

330万円～410万円未満

410万円～770万円未満
寡婦・寡夫 27万円

（ Ａ 所得金額 Ｂ 控除額 Ｃ 政令月収 － ）÷12＝ 
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0 ~40,000 ~60,000 ~80,000 ~104,000 ~123,000 ~139,000 ~158,000 ~186,000 ~214,000 ~259,000 259,001~
特Ⅰ 特Ⅱ 特Ⅲ 特Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ

2万

1万

2万

1万 1万

（本来家賃）

11年目以降～5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目1年目 2年目 3年目 4年目

5万

2万

5万

4万 4万

3万 3万

災害公営住宅の家賃について

7万 7万

（近傍同種家賃）
6万 6万

【
家

賃

額

】
 

【政令月収】 

本来の町営住宅入居可能世帯 

 ＝政令月収が158,000円以下 

震災特例により 

入居可能となった世帯 

東日本大震災 

特別家賃低減 

事業 

災害公営住宅 

家賃低廉化事業 

※現段階での想定ですので、実際とは異なる可能性があります 

一戸建て（２DK）で想定 

【
家

賃

額

】
 

8,000円程度 13,000円程度 17,000円程度 21,000円程度 25,000円程度 

【東日本大震災特別家賃低減事業の家賃推移（例）】 
 ※一戸建て（２DK）、収入分位「特Ⅰ」の場合 

特に収入の低い入居者について、10年間特段の

減額措置 

（建物の管理開始から5年間は家賃が低減され、 

 6年目から10年目は段階的に引上げになる） 
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経過年数 


